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1．はじめに 

 農業における担い手不足解消の方策の一つとして、事業法人の農業参入が推進されている。平成

15 年には構造改革特別区域法の下で、特区として認定された場所に限り農地リース制度での農業

参入が可能となったが、平成 17 年には改正農業経営基盤強化促進法により、特定法人貸付事業と

して全国展開がなされたことにより、農地の権利を取得しての農業参入が全国的に可能となった。

その結果、平成 20 年 3 月には参入法人の総数が 286 となっている。このうち、建設業による農業

参入は 93 法人と業種別では最多となっている。また、食品関係の農業参入については 64 法人と、

建設業に次ぐ数である。すなわち、企業の農業参入においては建設業と食品関係の二つの業種がそ

の大半を占めている状況となっている。しかし、これまでの研究は特定の企業や業種を対象とした

個別事例に関するものが中心であり、業種間の差異を検討していない。また、参入企業と参入地域

との関係についての研究も少ない。そこで本研究では、すでに農業参入している企業を対象とし、

業種別による農業参入形態の相違から、参入企業と地域との関係を検討することを目的とする。 

2．調査概要 

農業に参入している企業の中で建設業と食品関係に属する企業を対象としたアンケート調査を

実施した。調査対象企業は、書籍、新聞・雑誌、ウェブ等で公開されている情報を収集して選定し

た。選定企業数は 278 社（建設会社 182 社，食品関係 96 社）である。調査は、郵送法により平成

20 年 8 月に実施した。回収数は 83社（建設会社 63 社，食品関係 20 社）であり、回収率は 29.9％

であった。 

3．農業参入の概要                     表１ 参入のきっかけ 

（1）参入のきっかけ                    Factors to enter agriculture 

農業参入のきっかけについては、建設会社は        

公共事業減少の中での会社存続のためである

としているのに対し、食品会社は原材料確保・新

規事業といった自社事業の拡大・深化があげら

れている（表 1）。 

（2）農業部門での収支状況 

農業部門での収支は業種にかかわらず大半の企

業は赤字である（表 2）。赤字が続いた場合の

対応として、建設会社は撤退を含めた対応を考

えるのに対し、食品会社は収支にかかわらず規模の拡大・現状維持を指向している（表 3）。                                  
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回答数 回答率 回答数 回答率
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表 2 農業部門での収支状況                  表 3 赤字が続いた場合の対応 

The profit on agricultural section                  The correspondence for a deficit 

回答数 回答率 回答数 回答率

9 21.4 0 0.0
6 14.1 2 12.5

12 28.5 5 31.3
9 21.4 8 50.0
1 2.8 0 0.0
5 11.8 1 6.2

42 100.0 16 100.0
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項目

食品会社

今後の事は考えていない

その他

計

農業から撤退
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農業部門を現状維持

農業部門を拡大

 

回答数 回答率 回答数 回答率

27 44.3 6 30.0
15 24.6 10 50.0
9 14.6 1 5.0
8 13.1 1 5.0
0 0.0 0 0.0
2 3.4 2 10.0

61 100.0 20 100.0
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その他
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概ね収支均衡程度である

やや黒字である

 
（3）農業参入企業と地域との関係           表 4 参入地域と企業との関わりの有無  

建設会社・食品会社ともに、参入した地域と    Presences of relationship between the company to enter 

の関わりがあると回答した企業が多い（表 4）。    agriculture and the region of entrance to agriculture 

参入地域との具体的な関係を検討すると、疎外

感・トラブルといった負の関係を経験している

企業は少数であり、大半は地域の活動に積極的に

かかわる、地域の農業者から教えを受けるとい

った良好な関係を維持している（表 5）。 

表 5 参入地域との関係 

The relationship between the company to enter agriculture and the region of entrance to agriculture 

回答数 回答率 回答数 回答率

地域農業者から疎外感を感じた 12 19.0 5 25.0
農業を行う上で、周囲の目を気にした 25 39.7 10 50.0
地域住民・農業者とトラブルになった 13 20.6 4 20.0

地域住民・農業者との人間関係は上手くいっている 59 93.7 20 100.0
農業者との競合をできるだけ避けていること 51 81.0 14 70.0

ゴミ拾い活動、町おこし・地域イベントなどに参加した 50 79.4 14 70.0
道路・水路・ため池等の共同利用施設の維持管理活動を行った 54 85.7 15 75.0

農作業委託や収穫等の手伝いなどで、地域農業者から頼まれ事をされた 25 39.7 7 35.0
農業行う上で必要な知識、経営ノウハウ、技術などを地域農業者から教えてもらった 44 69.8 12 60.0

地域農業・農家への技術支援等を行った 21 33.3 8 40.0
参入前後を比較すると、参入後の方が本業に関わる仕事面で取引が増えた 14 22.2 9 47.4

地域振興として、新規作目の開発や特産物開発行った 51 81.0 16 80.0

建設会社 食品会社
項目

 

4．まとめ 

以上の結果から、地域の側から企業の農業参入を見た場合、以下の点に留意する必要があると考

えられる。 

建設会社は参入候補を見つけやすいが、赤字になった場合の撤退リスクも大きい。そのため、参

入に際しては入念な事業計画の作成、支援制度の充実など、経営安定の枠組みづくりに留意すべき

である。食品会社については、参入後の安定性は高いが、参入内容について地域の要望と企業の希

望のすりあわせる必要がある。地域の希望に合致する企業を探す努力が必要になることもある。 
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